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Ａ．研究目的 
  地域に必要な啓発資源を明確化し、啓発事
例の網羅的な把握を行う。 
 
Ｂ．研究方法 
  下記内容のアンケート調査を実施 
１） 各都道府県に対する啓発資源・実態につ

いての調査 （医療従事者、行政、市民団
体、賛同企業など） 

２） 行政との連携調査 
３） モデル啓発事例の共有 
 
Ｃ．研究結果 
 協働先（移植学会臓器提供普及啓発委員会、
JOT、都道府県コーディネーター）と新たな移
植啓発チームの体制を整備し、47 都道府県の
啓発実態・資源（医療従事者・行政・市民団
体・賛同企業など）について網羅的な調査を
行った。 
平均的には、年に1回程度の啓発活動、約10-
50万の費用が必要、行政・医師・コーディネ
ーターの連携が非常に重要であり、コーディ
ネーターの負担が大きいことが判明した。さ
らに、行政との連携調査を実施したとろ、行
政担当者と医師/コーディネーター間のやり
とりが疎遠であり、また、行政担当者が年単
位で変更しているところがほとんどであっ
た。 
三位一体となって活動している都道府県は
少ないが存在するため、“モデル啓発事例”を
共有する必要がある。 
 
Ｄ．考察 
  行政との連携調査から見えてきたことと
して、ほとんどの都道府県で担当者とのやり

取りが疎遠であることが判明した。徳島県で
は医療政策課が、移植啓発を担当しているが、
我々も表敬訪問して、半年後には担当者が交
代していた。ただし、密に連絡を取りあい、
行政窓口を明確化し、県知事のような影響力
の強いリーダーシップをとる存在にも働き
かけることで、円滑な啓発事業が可能となる
と考える。 
 
Ｅ．結論 
全国啓発の加速のためには、行政と、医師・

コーディネーターの密な連携が重要であり、
今後、“モデル啓発事例”を各都道府県で共有
し、チーム作りをしていく必要がある。 
 
Ｆ．健康危険情報 
  該当なし 
 
Ｇ．研究発表 
 1.  論文発表 
  該当なし 
 
 2.  学会発表 
  該当なし 
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研究要旨：本邦の臓器提供者数は世界の下位レベルにあり、臓器提供意思表示率も低下傾向

である（10.2%、2021 年 10 月）（内閣府 2021）。すなわち、行動変容メカニズムに基づく移

植啓発が必要となるが、特別な地域に特化した啓発活動ではなく全国一律の啓発が重要とな

る。本研究では、地域に必要な啓発資源を明確化し、啓発事例の網羅的な把握を行うことを

目的とする。 
移植啓発に関する全国システムの構築として、移植啓発世話人（移植学会）ならびに都道

府県コーディネータ（JOT）を選出し、移植啓発チームを設置した。また、そのネットワー

クを活用し、全国一斉アンケート調査を行ったところ、行政担当者と医師/コーディネーター

間のやりとりが疎遠であり、コーディネーターの負担が大きく、行政担当者が年単位で変更

する場合が多いことが判明した。少ないながらも行政と円滑に啓発運営をしている都道府県

が存在するため、そのような “モデル啓発事例”を全国に拡散することで、全国啓発の加速を

ねらいとする。 


